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平成 25 年 10 月 31 日 

 附属病院のセグメント情報は、事業報告書のとおりであるが、これに次のことを補足する。 

運営状況 

 附属病院における事業の実施財源は、附属病院収益 22,700 百万円、運営費交付金収益 3,012

百万円、寄付金収益 674百万円、雑益 217 百万円、受託事業等収益 343 百万円、その他の収益

522 百万円となっており、外来患者数、手術件数及び外来化学療法件数の増加や、入院患者の

在院日数の短縮などにより、業務収益は平成 23 年度から 2,605 百万円増の 27,468 百万円とな

った。 

それに対して、事業に要した経費は、診療経費 16,408 百万円、人件費 10,181 百万円、一般

管理費 363 百万円、研究経費 440 百万円、受託事業費 324 百万円、その他の経費 762 百万円と

なっており、PFIによる病院運営支援業務などのサービス対価の支払い及び医療機器等の更新、

並びに新病棟供用開始に伴う病院機能強化のため看護師等のメディカルスタッフの増員など

により、業務費用は平成 23 年度から 4,089 百万円増の 28,478 百万円となった。 

その結果、附属病院の業務損益は▲1,010 百万円となり、これに、臨時損益▲24 百万円を加

え、目的積立金及び前中期目標期間繰越積立金を 192 百万円取り崩したことにより▲842 百万

円の当期総損失となった。 

 この当期総損失の主な要因としては、①PFI による再開発事業において病棟を新築した際、

初期費用（撤去費等）として 392 百万円を計上しているものの、建設費等の支払いは 20 年の

分割払いのため、費用と対応する収益の計上に年度のずれがあること、②PFI による分割払い

等で医療機器を調達したため、附属病院収入を財源とした固定資産取得額 2,328 百万円（PFI

債務等の償還額を含む。）が平成 23年度より減少し、減価償却費 2,824 百万円との差額による

現金の伴わない損失▲496 百万円となる。いずれの要因についても、年度内における現金の支

出を伴わない費用と見合いの収益の年度のずれによるものであり、病院運営上、支障をきたす

ものではない。 

収支状況 

 附属病院セグメントにおける収支状況は、当期総損失▲842 百万円から減価償却費や資産見

返負債戻入といった非資金取引を控除し、貸借対照表に表示される資産や負債の増減となる固

定資産の取得支出、並びに取得に充てられた収入、借入金やリース債務、PFI 債務の返済支出

などの資金取引を加算することにより、外部資金を除く附属病院の収支合計は 635 百万円とな

る。これは、退職手当引当金・賞与引当金の各種引当金繰入額などで、翌期以降の使途が特定

された資金であり、これらの要因を控除すると、平成 24 年度は収支均衡となる。 

経営状況 

 附属病院では、国立大学財務・経営センターからの施設費貸付事業による借入金によって施

設・設備の整備を行うとともに、国立大学附属病院としては初となる PFI 手法を用いた病院再

開発施設等整備を行っているところである。これらの借入金等の償還に当たっては、附属病院
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収入を他の経費に優先して充当することとなるため、設備投資においては資金不足が生じない

ように運営している。 

 このため、12月の新病棟「けやき棟」供用開始に向け、その有する機能を最大限利活用する

ために、医師・看護師等のメディカルスタッフ等を計画的に増員するとともに、医薬品等の購

入価格の見直し等によるコスト削減に取り組んだ。また、設備マスタープランに基づく設備整

備を計画していたが、近年の医療の高度化等に対応するための手術室増設や非常用発電・無停

電電源の容量増強等を行った結果、当初予定していた医療機器等について、546 百万円が整備

できない状況となった。 

なお、平成 24 年度に整備できなかった医療機器等は附属病院の機能維持向上のため必要な

機器であることから、平成 25年度以降において優先的に整備することとしている。 

このように、経営状況は非常に厳しい状況であるが、県内唯一の大学病院・特定機能病院と

して、安心・安全の下に高度で質の高い医療を地域住民に永続的に提供するという社会的使命

を果たすため、必要な財源の確保を図ることとしている。 

活動状況

診療について 

・ 病院施設の一層の高度化・機能強化を目的とする再開発整備計画として新病棟「けやき

棟」を 303 億円（関連施設・医療機器等を含む。）で整備し、高度先端・急性期医療機能

の強化を図るため、重症病床を 63床から 84床へ、手術室を 12 室から 16室へ、患者診療

環境の向上を図るための差額病床を 44床から 238 床にそれぞれ増床(室)し、平成 24 年 12

月に供用開始した。また、小児救急患者の救命率向上という新たな社会的要請を受け、平

成 25 年 1 月から小児専用の救急救命病床 8 床を有する「小児集中治療センター」を整備

し、地域小児救急医療への貢献を図っている。 

・ 厚生労働省から地域がん診療連携拠点病院に指定されていることもあり、平成 24 年 11

月から PET－CT等を具備する次世代分子イメージングつくば画像検査センター（民間事業

者）を附属病院敷地内に誘致したことにより、連携したがん診療機能の向上が図られ、平

成 24年度の診療実績は、外来化学療法部門が平成 23 年度の月平均 660 人から 800 人と大

幅に増加し、252 百万円の収入増となった。また、新入院がん患者数及び悪性腫瘍手術人

数も増加しており、がん患者の受入で県内最多人数となった。 

・ 国立大学で唯一実施している陽子線治療では、増加する患者数及び品質管理体制の向上

に向けて、平成 24 年度より医療スタッフ等を 25人体制から外部資金等によって 4人増員

したことにより、新規患者数が平成 23 年度より 22％増加の 383 人、このうち先進医療患

者数は平成 23年度より 23％増加の 347人となり、159 百万円の収入増となった。 

また、陽子線治療の普及に向けた治療の有効性等を主な目的として、市民セミナーを平

成 24 年度は 4 回開催（参加者 598 名）するなど、地域がん診療連携拠点病院として引き

続き陽子線治療の普及に努めることとしている。 

 教育について 

・ 茨城県の人口 10 万人当たりの医師数は全国ワースト 2 であり、医師不足地域における

地域医療体制の整備及び質的向上などへの寄与を目的として、茨城県等からの寄附金（618
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百万円）による寄附講座等により、県北・県央・県南の医師不足地域に常勤教員を配置（水

戸地域医療教育センター22 名、茨城県地域臨床教育センター9名、ひたちなか社会連携教

育研究センター4名、平成 24年度より新たに日立社会連携教育研究センター2名、土浦市

地域臨床教育ステーション 3名、茨城県小児地域医療教育ステーション 3名）した。この

寄附講座等により、教育・研修指導体制の強化の下で多くの研修医等が研修するとともに、

地域医療の支援においても、大学病院の教育的資源やノウハウを集中的に投下することに

より、学生等の教育拠点の場や、臨床医・臨床研究者の人材養成の場となっている。 

これらの取り組みにより、平成 24 年度医師臨床研修マッチングにおいて、研修医希望

者が平成 23 年度より 13人増加の 76 人（国公私立大学病院で第 4位）となり、平成 25 年

度の研修医採用人数が 74人となった。 

・ 文部科学省等からの補助金等（170 百万円）により、①附属病院の全新人職員を対象と

した合同研修「多職種コミュニケーション」の開催、②周産期医療スタッフの勤務継続支

援としてベビーシッター利用補助、③筑波メディカルセンターとの病児保育協同運営等の

育児支援事業、④女性医師個人の状況に合わせたキャリアアップ支援事業等の活動、⑤専

門職業人養成のための小児・周産期医療に特化した 14 種類の研修プログラムの実施、⑥

放射線治療の治療支援、放射線治療医・診療放射線技師・看護師等のメディカルスタッフ

の人材育成を行った。  

 研究について 

・ 最新鋭の検体検査ラボと臨床検査に特化した医育機能を持たせ、本学の人的資源を活用

した臨床検査関連の業務、教育、研究支援を一体的に行う目的として、附属病院敷地内に

誘致したつくば臨床検査教育・研究センター（民間事業者）において、民間事業者と 5件

の共同研究（30百万円）を締結し、臨床検査試薬の性能評価等を実施するとともに、地域

の 5医療機関と検体検査受託契約（75 百万円）を締結することにより、高精度なデータ還

元によって地域医療に貢献した。 

また、学生・臨床検査技師・市民など約 700 人を対象とした臨床検査教育支援事業や、

臨床検査技師生涯教育事業を 21 回開催し、地域への医療貢献を行っている。 

・ 臨床研究の出口の１つである先進医療の促進に向けた取り組みとして「先進的医療推進

支援制度」を設け、院内公募により新たに 7 件 10 百万円を採択し、合計 13 件 20 百万円

の臨床研究への財政支援を行った。 

・ 「つくば国際戦略総合特区」の 4つの先導的プロジェクトの１つである「次世代がん治

療（BNCT）の開発実用化」については、事業推進実施体制を強化するため、新たに特任の

副病院長を配置するとともに、附属病院国際戦略総合特区推進室を設置した。 

  平成 24 年 9 月には治療装置の主要部分である「直線型陽子線加速器」の本体装置が完

成し、これを治療拠点となる「いばらき中性子医療研究センター」に設置した。 

・ 「つくば国際戦略総合特区」における先導的プロジェクトの１つである「生活支援ロボ

ットの実用化」については、パナソニックヘルスケア社とのロボティックベッド実証事業

を開始したところであり、臨床研究・実証事業を実施する施設を整備し、平成 25 年度か

らロボットスーツ HAL も含めた医工連携事業を推進する。 

・ 平成 25年度において、「つくば国際戦略総合特区」の新規プロジェクトとして「脳腫瘍
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に対する自家がんワクチンの開発事業」を実施する。 

 運営について 

・ 自立的な病院運営を行うため、年度当初に、病院長・副病院長・病院総務部長による全

職員を対象とした「附属病院運営方針説明会」を開催し情報の共有化を図るとともに、附

属病院の経営基盤の確立に向けて具体的数値目標を掲げた行動計画として「平成 24 年度

附属病院収入・支出目標達成のためのアクションプログラム」を策定し、院内各組織に周

知した。 

  この取り組みの結果、看護師の増員に伴い 7対 1看護体制は維持しつつ、新病棟で大幅

に増床した重症病床にも対応できた。また、医薬品契約のコンサルタント導入、後発医薬

品等への切り替え、LED ダウンライト及びペアガラスの設置による電気使用量の削減、節

水型大便器の設置による洗浄水量の削減等の取り組みにより、平成 23 年度より 192 百万

円のコスト削減を図ることができた。 

・ 東日本大震災の被災地支援については、被災地医療支援委員会からの要請に基づき、麻

酔科医（2名を 10日間）及び整形外科医（1名を 5日間）を派遣した。 

・ 平成 24 年 5 月に、つくば市で発生した竜巻災害に対して、DMAT チーム（医師２名、看

護師３名、臨床工学技士 1名、事務 1名）を出動させ被災者の救援に当たった。 

・ つくば災害復興緊急医療調整室（T-DREAM）の活動として、地域の関係機関（つくば市

消防本部、筑波学園ガス㈱、筑波メディカルセンター病院、茨城県防災航空隊等）と協力

して、新病棟で総合防災訓練を実施した。また、救急・災害医療に関する取り組みを強化

するため、「救急・災害医療講演会」を 2回開催した。 

・ 国際化に向けては、新たに特任の副病院長を配置するとともに「附属病院国際連携推進

室」を設置して、外国人患者の受入体制、国際基準である JCI 認証の取得、職員の海外派

遣及び海外からの臨床実習生の受入等について検討し、平成 25 年度から外国人患者の受

入体制の整備、職員の海外派遣及び海外からの臨床実習生の受入れを実施することとした。 
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